
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成 21 年 5 月 8 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究種目：基盤研究（Ａ） 

研究期間：2005～2008 

課題番号：17203018 

研究課題名（和文） 自律と連携による新たな都市・地域システムの構築 

  

研究課題名（英文） Constructing a new urban and regional system with incorporating

  both autonomy and cooperation 

研究代表者 

佐々木 公明（SASAKI KOMEI） 

東北大学・大学院情報科学研究科・名誉教授 

研究者番号：10007148 

 
 
研究成果の概要： 

日本の集計データに基づいた幸福関数の統計的分析は「他者との比較」を表す生活水準が住

民の幸福度に影響を与えることを示す。一方、物質の豊かさの価値よりも心の豊かさに価値を

置く方が幸福度を増加させる。幸福度は所得満足度と共に単調に増加するが、所得満足度は生

得水準の単調増加ではなく、「快楽の踏み車」仮説があてはまる。社会環境を表す所得分配の不

平等と失業率はいずれも個人の幸福度に負の影響を与えるが、不平等よりも失業が住民の幸福

により大きな影響を与える。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2005 年度 8,000,000 2,400,000 10,400,000 
2006 年度 6,800,000 2,040,000 8,840,000 
2007 年度 6,600,000 1,980,000 8,580,000 
2008 年度 6,300,000 1,890,000 8,190,000 
  年度  

総 計 27,700,000 8,310,000 36,010,000 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 
キーワード：幸福度、自律と連携、新しい公共、シティズンシップ、空き店舗、農村社会、構

造的変容、土地利用規制 
 
１． 研究開始当初の背景 
 

経済の非成長、少子高齢化、深刻な環境問

題等に直面する近未来においては、これまで

の経済成長を背景とした「集積の利益」や「規

模の利益」に過度に依存する大都市中心の地

域システムは破綻し、地域の生活者は活力を

失うであろう。その状態を打開するためには、

個々の地域が自らを中心に据えた自律的経

済及び社会活動のリンケージを形成し、必要

に応じて他地域と連携することにより、自ら

の地域活動の波及効果を十分に吸収・発揮で

きるシステムを構築することが要請されて

いる。 
 
２． 研究の目的 
 
そのためには新しい地域社会システムを支

える「原論」の構築からはじめなければなら

ない。これまでの経済学では社会的「人間」

を消費者と生産者、或いは消費者と労働者に

２分割し、それぞれの目標（効用最大化、利

潤極大化など）を実現するように、合理的、

競争的に行動するものとして捉えられている。



４．研究成果 そして、それぞれが「市場」で出会い、そこ

での調整機能によって、社会的に効率的な配

分を達成するというパラダイムに立っている。

しかし、環境問題に象徴される外部性の存在

や、個人間、組織間、個人と組織間のコミュ

ニケーションの欠如、連携の不備などがあた

かも“公共財”のように多くの住民に影響を

与え、地域社会の持続可能性を危なくしてい

る。すべての人間は本来的に自分のことだけ

を考えて生きているのではなく、潜在的に他

者、将来世代のことも考えて行動するもので

あり、人間の厚生の尺度もそこに基点を置く

べきである。この潜在的生き方を顕在化させ

るために、本来の「生活者」の行動を中心に

据えた原論を構築し、新しいパラダイムを提

示することが要請されている。本研究ではそ

の新しい地域システムを実現するための社会、

経済的諸条件を明らかにし、それに基づき政

策策定を行うための研究を展開し、新たな地

域・社会システムを構築することを目的とす

るが、それは経済学だけではなく、社会学、

地理学、政治学、交通計画学等の他の社会科

学分野との協働によってなされる。 

 

（１）幸福関数について：所得水準 500-1000
万円という中の上の階層については、その欲

求水準が現在の所得に比して高く、「快楽の踏

み車」仮説が妥当するという結論はユニーク

である。これまでの諸外国のデータによる場

合、この仮説が妥当するのは相対的高所得水

準である。今後、所得階層分類をより詳細に

して分析する必要がある。 
（２）新しい公共について：新しい公共はト

ップダウン型の「上からの公共性」だけでは

うまく機能せず、ボトムアップ型の「下から

の公共性」としての力量の増大を図るシステ

ムへの転換が必要である。ＮＰＯの体質もそ

の方向に変革しなければならない。 
（３）地域連携による道路整備について：道

路整備が各地域に個別に移譲された「地域別

整備制度」下では、他地域の整備に便乗する

「戦略的代替性」は現れない。しかし、住民

が自由に居住地を選択する状況下では、「戦略

的代替性」が現れる局面がある。 
（４）新しい地域公共交通について：郊外の

ショッピングセンターを乗り継ぎポイントと

する幹線・支線バスシステムを導入すること

によって利用者便益と商業施設の売り上げ増

を見込める自律と連携による公共交通の活性

化ができる。 

 本研究が目指す新しい地域システムでは、
人々は消費者と生産者に類型化されるのでは
なく、「地域生活者」として社会的、経済的、
政治的、文化的諸活動を行う主体として捉え
られる。その上でこれまで別々に発展してき
た社会科学ディスプリン間の協働による総合
化によって、地域生活者の全体構造を分析で
きる世界的水準のシステムモデルを開発する
ことを目的とする。 

（５）防災型土地利用規制について：地震な

どの大規模災害を回避・軽減するために、リ

スクに応じた対象と手法を適切に選択し、活

断層上の土地利用規制を実現すべきである。  
 

３． 研究の方法 
５．主な発表論文等  
 

本研究を遂行するために、研究組織を以下

の 3 グループに分割し、それぞれの班長の下

で各個別の研究テーマに専念し、研究代表者

の基で定期的に全体会議を開催し、全体の研

究目標との相対での各班の位置及び班間の有

機的つながり、相互作用を確認しあいながら

進める。 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計 4８件） 
 

1.Hiraku Yamamoto, “Spheres of Global 

Governance”,Interdisciplinary 

Information Sciences, GSIS, Tohoku 

University, Vol.15, No.2. 2009.9（掲載確

定）（査読有） 

<新地域システム原論構築>班：従来の「消

費者の効用最大化行動」「生産者の利潤最大化

行動」に代わる、「地域生活者の厚生増大」を

目指す行動原理を定式化する。  
<都市地域ネットワーク形成>班：自律型地

域を支える交通・通信ネットワークの形成に

関する研究を行い、操作可能な数量的表現に

よるシステムを作成する。 

2.山本啓、「新しい公共」のデコンストラクシ

ョン：シティズンシップとガバナンス、法学

新報 第 115 巻第 9・10 号 2009.3（査読有） 

 

3.Hiraku Yamamoto, Governance including 

Government: Multiple Actors in Global 

Governance, Interdisciplinary Information 

Sciences, GSIS, Tohoku University, Vol.14, 

<地域環境計画・評価>班：偏在リスクの地

域間ヘッジと資源の世代間配分に関する基礎

的研究を行う。持続的地域環境をつくる条件

を見出す。 
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No.2. 2008.9（査読有） 
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路, Vol.806, pp.38-44, 2008.5. （査読有） 
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学校における実践のために－」山形大学教

職・教育実践研究 3、45-56 頁、2008 年 3 月 

（査読有） 

 

6.Hasebe, T., M. Ohmura and H. Bannai, 

Rural Scenery Narrative and Field 

Experiences, Tohoku Journal of 
Agricultural Research, Vol.58, No.3-4： 

pp.99-112(2008) （査読有） 

 

7.長谷部正、「郊外の風景とジャスコ化する身

体」『感性哲学』、第８巻：pp. 97-113（2008） 

（査読有） 

 

8.佐々木公明、「幸福は何処に？：「幸福学」

序説」、「尚絅学院大学紀要」第 56 集、43－62、

２００８．（査読有） 

 

9.横井渉央、「空間自己回帰モデルによる市町

村合併パターンの評価」、土木計画学研究・講

演集,37,(2008) （査読無） 

 

10.横井渉央, 安藤朝夫、「空間自己相関モデ

ルにおける空間構造と一方向的な影響を表現

する近 接行列」、[日本不動産学会学会

誌,83,(2008),115-125] （査読有） 

 

11.平野勝也、佐藤俊介、「表面テクスチャの

図になりやすさに着目したコンクリート汚れ

の視覚的評価」、景観・デザイン研究論文集、

5(2008)、77-84．（査読有） 
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Partnership”, Interdisciplinary 

Information Sciences, GSIS, Tohoku 
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策：税源移譲は可能か？」、東北自治 73 号 東

北自治研修所、2007.4（査読有）ＣＤ 

 

14.村山良之、増田聡、佐藤健、柴山明寛、長

田正樹、中尾邦彦、大田俊一郎、里村亮、川

村宇史、「専門的知識をふまえた地震防災ワー

クショップの試み」東北地域災害科学研究43、

73-76 頁、2007 年 3 月（査読有） 

 

15.小林一穂、「農業共同化の背景と生産組織

の展開」日本村落研究学会編『むらの資源を

研究する─フィールドからの発想』農山漁村

文化協会 144-147 頁 2007 年 3 月 20 日（査読

有） 

 

16.小林一穂、「東日本における生産組織と村

落」日本村落研究学会編『むらの資源を研究

する─フィールドからの発想』農山漁村文化

協会 148-152 頁 2007 年 3 月 20 日（査読有） 

 

17.長谷部正、「行為的直観による街並み風景

形成の解釈―役場職員にみる身体性確保と

「物語り」共有の工夫―」『農業経済研究』、

第 78 巻第４号：pp.163-173（2007）（査読有） 

 

18. 長谷部正、「「いのち」の与えあいとして

の農とその技術」永木正和・茂野隆一編著『消

費行動とフードシステムの新展開』農林統計

協会：pp.107-127（2007）（査読有） 

 

19. 横井渉央、安藤朝夫、「市町村財政と少

子・高齢化の時空間自己相関モデル」、[土木

計画学研究 ・講演集,35,(2007)] （査読無）

ＣＤ 

 

20. 徳永幸之，千田篤史「乗合バス事業にお

ける経営環境と経営指標の変化分析」土木計

画学研究・論文集，Vol.24，pp.723-730，2007. 

（査読有） 

 

21.福山敬、田村正文、「地域間道路の関連地

域による連携的整備の一般均衡分析 ―居住

地選択モデルへの拡張―」、交通学研究，Vol. 

50, pp.229-238, (2007). （査読有） 

 

22.福山敬、倉崎慎士、「交通基盤施設整備に

関する地域連携のモデル分析」、IATSS Review，

Vol. 32, No. 3, 174-181, 2007. （査読有） 

 

23.Takashi Akamatsu  and  Takeshi Nagae, 

"Dynamic Ramp Metering Strategies for Risk 

Averse System Optimal Assignment," 

Transportation and Traffic Theory, Vol.17, 

pp.87-110, 2007. （査読有） 

 

24.赤松 隆, 「一般ネットワークにおけるボ

トルネック通行権取引制度」、土木学会論文集

Vol.63,  No.3, pp.287-301, 2007. （査読有） 
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